
別紙 

１ 「犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行」 

    「犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行」は、「公共の安全と秩序の維

持」の例示である。 

  (1) 「犯罪の予防」とは、犯罪の発生を未然に防止することをいう。 

  (2) 「犯罪の鎮圧」とは、犯罪が正に発生しようとするのを未然に防ぎ、又は犯罪が発

生した後において、その拡大を防止し、若しくは終息させることをいう。 

  (3) 「犯罪の捜査」とは、捜査機関が犯罪があると思料するときに、公訴の提起などの

ために犯人及び証拠を発見し、収集し、及び保全することをいう。 

  (4) 「公訴の維持」とは、検察官が裁判所に対し、特定の刑事事件について審判を求め

る意思表示をすることを内容とする訴訟行為を公訴の提起というが、この提起された

公訴の目的を達成するため、終局判決を得るまでに検察官が行う公判廷における主

張、立証、公判準備などの活動を指す。 

  (5) 「刑の執行」とは、犯罪に対して科される制裁を刑といい、刑法第２章に規定され

た死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留、科料、没収、追徴及び労役場留置の刑又は処分を

具体的に実施することをいう。保護観察、勾留の執行、保護処分の執行、観護措置の

執行、補導処分の執行、監置の執行、過料、訴訟費用、費用賠償及び仮納付の各裁判

の執行、恩赦についても、刑の執行に密接に関連するものでもあることから、開示す

ることにより、これら保護観察等に支障を及ぼし、公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがある情報は、本号に該当する。 

２ 「その他の公共の安全と秩序の維持」 

    「公共の安全と秩序の維持」とは、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持及び刑の

執行に代表される刑事法の執行を中心としたものを意味する。 

    刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）以外の特別法により、臨検、捜索、差押

え、告発等が規定され、犯罪の予防・捜査とも関連し、刑事司法手続に準ずるものと考

えられる犯則事件の調査、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号）違反の調査等や、犯罪の予防・捜査に密接に関連する破壊的団体（無

差別大量殺人行為を行った団体を含む。）の規制、暴力団員による不当な行為の防止、

ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２年法律第８１号）に基づくつきまと

い行為等の規制、強制退去手続に関する情報等であって、開示することにより、公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるものは、本号に含まれる。 

また、開示することにより、テロ等の人の生命、身体、財産等への不法な侵害や、特

定の建造物又はシステムへの不法な侵入・破壊を招くおそれがあるなど、犯罪を誘発

し、又は犯罪の実行を容易にするおそれがある情報や、被疑者・被告人の留置・勾留に

関する施設保安に支障を生ずるおそれのある情報も本号に含まれる。 

    一方、風俗営業等の許可、伝染病予防、食品、環境、薬事等の衛生監視、建築規制、



災害警備等の、一般に開示しても犯罪の予防、鎮圧等に支障が生ずるおそれのない行政

警察活動に関する情報については、本号ではなく、第７号の事務又は事業に関する不開

示情報の規定により、開示又は不開示が判断されることになる。 

３ 「支障を及ぼすおそれがあると当該行政機関の長又は地方公共団体の機関が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報」 

    開示することにより、犯罪の予防、鎮圧、捜査等の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがある情報については、その性質上、開示又は不開示の判断に犯罪等に関

する将来予測としての専門的、技術的判断を要することなどの特殊性が認められる。こ

のため、司法審査の場においては、裁判所が、本号に規定する情報に該当するかどうか

についての行政機関の長又は地方公共団体の機関の第一次的な判断を尊重し、その判断

が合理性を持つ判断として許容される限度内のものであるか（「相当の理由」がある

か）否かについて審理し、及び判断する。 

４ 岡山県公安委員会及び岡山県警察の保有する保有個人情報に含まれ得る情報の中で本

号に該当すると思われる代表的な類型は、次のとおりである。 

  (1) 現に捜査（暴力団員による不当な行為の防止等犯罪の予防・捜査に密接に関連する

活動を含む。）中の事件に関する情報で、開示することにより当該捜査に支障を及ぼ

すおそれがあるもの 

  (2) 公共の安全と秩序を侵害する行為を行うおそれがある団体等に対する情報収集活動

に関する情報で、開示することにより当該活動に支障を及ぼすおそれがあるもの 

  (3) 開示することにより、犯罪の被害者、捜査の参考人又は情報提供者等が特定され、

その結果これらの人々の生命、身体、財産等に不法な侵害が加えられるおそれがある

情報 

  (4) 捜査の手法、技術、体制、方針等に関する情報で、開示することにより将来の捜査

に支障を生じ、又は、将来の犯行を容易にするおそれがあるもの 

  (5) 犯罪の予防、鎮圧に関する手法、技術、体制、方針等に関する情報で、開示するこ

とにより将来の犯行を容易にし、又は犯罪の鎮圧を困難ならしめるおそれがあるもの 

  (6) 犯罪行為の手口、技術等に関する情報であって、開示することにより犯罪の実行を

容易にするおそれがあるもの 

  (7) 犯罪行為の対象となるおそれのある人、施設、システム等の行動予定、所在地、警

備・保安体制、構造等に関する情報であって、開示することにより当該人、施設、シ

ステム等に対する犯罪行為を誘発し、又は犯罪の実行を容易にするおそれがあるもの 

  (8) 被疑者・被告人の留置・勾留に関する情報であって、開示することにより被留置者

の逃亡等留置・勾留業務に支障を及ぼすおそれがあるもの 

５ 行政法規違反の捜査等に関する情報 

風俗営業等の許認可、交通の規制、運転免許証の発給等の、開示しても犯罪の予防、

鎮圧等に支障を及ぼすおそれがない行政活動に係る情報は、２のとおり原則として本号

の対象にならないが、これらの行政法規に係る業務に関する情報がおよそ本号の対象か



ら除外されるものではなく、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）違反や道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）違反等の行政

法規違反の犯罪捜査に支障を及ぼすおそれがある情報や、これらの犯罪を容易にするお

それがある情報であれば、本号の対象となる。 

 


